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研究要旨 
 処理技術の向上等により湖沼水質は全般的に改善されつつあるが、富栄養化等の影響に

よる藻類の異常発生に伴う水道生物障害の被害は国内外問わず、未だに生じているのが現

状である。そこで藻類の異常増殖等による生物障害の発生への対策に向けた情報収集を目

的とし、日本での過去のカビ臭発生事例及び気象データとの関連性の検証、湖沼水質改善

に関する中国で取組の調査を行った。 
 日本での過去のカビ臭発生事例調査について、平成 5 年から平成 30 年の約 25 年間に発

行された文献やインターネットで収集した 76 件のカビ臭発生事例と気象データを用いて、

カビ臭発生事例発生傾向と気象条件（気温、降水量、日照時間、水温）との関係性につい

てとりまとめた。 
 中国での湖沼水質改善への対策として工場排水の規制、下水道の整備、流入河川の浄化

対策、浚渫、水生生物による水質浄化対策など総合的な対策の他に、導水事業による水質

浄化事業の実施があげられた。 
 
Ａ．研究目的 
 水道の水源地であるダム貯水池や湖沼等

では排水などの流入により富栄養化が進み、

しばしば藻類の異常増殖といった水道水源

の状況悪化が問題となっている。処理技術

の向上等により日本の湖沼水質は全般的に

改善されつつあるが、まだ対策が必要な状

況である。 
日本では富栄養化等の影響による水道の

異臭味等の被害は未だに生じているのが現

状である。その中でも一部の藍藻類や放線

菌等により産生される 2-メチルイソボルネ

オール (以下 2-MIB)やジェオスミンが原因

であるカビ臭による異臭味問題は、水道の

異臭味等による被害の中で大きな割合を占

めている。そのため安全でおいしい水の供

給を今後も維持していく上では、カビ臭の

水道水源での管理が重要となる。 
一方海外に視野を向けた場合、中国では、

2007 年 5 月、水源としていた太湖における

アオコの大発生により無錫市の水道水が汚

染される事件が起こった。その後、水源湖

沼の対策が進められ、汚染が激しかった太

湖北東部や滇池の全窒素濃度は 10 年間で

半減しているなどの改善がみられる。 
以上、藻類の異常増殖等による生物障害

の発生は国内外に問わず生じている。そこ

で本研究では、下記に示す内容に関して文
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献調査を行った。 
（1）日本で問題となる生物障害としてカビ

臭による異臭味問題をとりあげ、過去のカ

ビ臭発生事例及び発生時の周囲の概況など

を検証した。 
（2）藻類の異常発生に関連する湖沼での水

質改善について、中国での対策事例を調査

する。 
 
Ｂ．研究方法 
(1) 日本全国におけるカビ臭発生事例調査 
 本研究では、全国のカビ臭発生状況（水

源、原因物質、産生物質及び水源へ流出し

た要因等）や傾向を分析するため、平成 5
年から平成 30 年の約 25 年間において、カ

ビ臭の発生報告が確認されている事例を公

開されている各種文献やインターネットで

収集し、気象等の要因との関係について解

析を行った。 
・事例調査 
 平成 5 年から平成 30 年の約 25 年間に発

行された、公益財団法人日本水道協会発行

の水道研究発表会講演集及び水道協会雑誌、

日本水環境学会の講演集、株式会社産業用

水調査会発行雑誌「用水と廃水」からカビ

臭発生事例を調査・収集を行った。 
また、CiNii Articles、J-STAGE、国会図書

館デジタルコレクション、AgriKnowledge
や、インターネット検索サイト（Yahoo、
Google）を用いて、カビ臭発生事例を調査・

収集するとともに、地方衛生研究所及び地

方環境研究所等の報告や発表論文も調査・

収集した。 
・気象データ 
 気象庁で公表されている過去の気象デー

タから、発生事例の発生地点の月別の平均

気温、降水量の合計、日降水量の最大、日

照時間を収集するとともに、1981 年から

2010 年の 30 年平均値も収集し、解析に使

用した。なお、カビ臭は発生月前から繁殖

していると考えられることから、カビ臭発

生月から前 2 ヶ月の気象データも含めて収

集した。また、河川の水温については、国

土交通省の水文水質データベースから発生

年度の水温を収集した。 
 
(2) 中国での湖沼対策事例調査 
 1996 年からの第 9 次五カ年計画で「三河

三湖」に指定され、重点対策がとられるよ

うになった太湖、滇池について、富栄養化

や対策実施状況を整理した。 
また中国において実施されている水質汚

濁対策の中で特徴的なものの一つに水質保

全・改善を目的とした大規模な導水事業の

実施状況、効果等について整理した。 
 
Ｃ．研究結果およびＤ．考察 
(1) 日本全国におけるカビ臭発生事例調査 
 各種文献やインターネットで収集した結

果、76 件のカビ臭発生事例を確認できた。

76 事例について発生地域について図 1 にま

とめる。今回の調査では公表されていると

いう観点より実施しているため、実際に生

じている事例数とは乖離があると考えられ

るが、日本全国でカビ臭発生事例が確認で

きたことから、全国でこのような事例が発

生する可能性があることが示唆された。 
 続いて、発生事例について、原因物質、

産生生物、発生要因、カビ臭発生水域ごと

に区分分けを行った。その内訳を、以下の

図 2 から図 5 に示す。 
カビ臭原因物質としては、2-MIB が 45％

と最も多く、次にジェオスミンが 29％であ

った。 
産生生物としては、70％が藍藻類による

ものであった。放線菌については、これま

で渇水で貯水池の水位が低下した場合に放

線菌によるカビ臭発生事例が確認された。 
発生要因としては、63％が自然発生であ

ったが、人為的要因も約 11％あった。人為

的要因とは、工場や下水処理施設からの排

水によりカビ臭が発生したものや、農業用
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ため池の清掃に伴う放流水によりカビ臭が

発生したもの、ダム湖の循環曝気装置の運

用変更に伴い水温が上昇しカビ臭が発生し

たもの等、人間の行動によりカビ臭の発生

に影響を与えたものとして整理した。 
 発生水域は、河川が 42％、ダム湖が 39％、

池・沼が 19％であった。主には閉鎖性水域

において富栄養化による藻類の増殖や、底

土からのカビ臭原因物質の流出が要因と考

えられる。また、河川についても上流のダ

ム湖でカビ臭原因物質が発生・放流された

影響を受けたものが含まれている。 
 続いて、各カビ臭発生事例に対して気象

データとの関連性について調査した。 
 まずカビ臭発生時の気温及び平年気温と

の関係について整理する。カビ臭発生時（カ

ビ臭発生月の前 2 ヶ月含む）の月平均気温

は、16℃以上で発生している割合が 66％と

なり、比較的気温が高い時期にカビ臭が発

生している傾向があった。また、1981 年か

ら 2010 年の 30 年平均値（平年値）と比較

した場合、約 61%が平年より月平均気温が

高い時に発生しており、平年より気温が高

い場合にカビ臭が発生している傾向があっ

た。日本全体でとらえた場合、温暖な気候

の地域での発生が多いことが報告されてお

り 1)、気温が比較的高い場合にカビ臭が発

生する可能性が高くなることが考えられる。 
 次いで、降水量との関係について整理す

る。カビ臭発生時（カビ臭発生月の前 2 ヶ

月含む）の月間降水量について、1981 年か

ら 2010 年の 30 年平均値（平年値）と比較

した場合、約 56％が平年より少ない場合に

発生している傾向があった。また、平年の

1.5 倍を越える月間降水量があった場合に

発生している事例が約 16％あった。そこで

短時間に強雨が発生している気候とカビ臭

発生状況に関係性があるのかを明らかにす

るため、カビ臭発生時の月間降水量と日最

大降水量との関係について整理した。なお、

気象庁では、1 時間雨量 50mm 以上 80mm

未満を強い降雨として定義していることか

ら、日最大降水量が 50mm 以上を強い降雨

があったと判断し、東京の 1981 年から 2010
年の 30 年平均値である月間降水量と日最

大降水量 50mm と比較した場合、月間降水

量の約 30％となったことから、30％を判断

基準とした。 
日最大降水量と月間降水量を比較した場

合、日最大降水量が月間降水量の約 30％を

超えるような降雨があった場合が約 59％も

あり、短時間で強い降雨があった場合にカ

ビ臭が発生している傾向があった。つまり、

カビ臭発生時の降水量との関係としては、

平年より降水量が少ない時に、湖沼や河川

の循環速度が遅くなり、原因物質である藍

藻類等が繁殖しやすいことが要因ではない

かと考えられる。また、短時間で強い降雨

がある時又は平年と比較して降水量が大幅

に多かった場合、ダムの底水や河床に存在

していた原因生物（放線菌等）が、放流や

河川流量の増加により放出されることでカ

ビ臭が発生していることが考えられる。 
続いて、日照時間との関係性について整

理する。カビ臭発生時（カビ臭発生月の前

2 ヶ月含む）の月間日照時間について、1981
年から 2010 年の 30 年平均値（平年値）と

比較した場合、約 57％が平年より長い場合

に発生している傾向があった。 
カビ臭発生時の日照時間との関係として

は、平年より日照時間が長い時は、藍藻類

の光合成に必要な光量を得やすいため、繁

殖に適した環境になることが要因と考えら

れる 2)。 
最後に水温との関係について整理する。

ジェオスミン及び 2-MIB ともに、水温ピー

ク付近から下がり始める時期まで観測され

る傾向にあった。また、水温は 20℃以上の

高水温期に発生する傾向を示したが、2-MIB
については 15℃付近での発生も見られた。

ジェオスミンは発生してから終息までの期

間が短く、2-MIB は長くなる傾向があった。 
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(2) 中国での湖沼対策事例調査 
 重点対策湖沼である太湖、滇池に着目し、

近年のデータが公表されている太湖、滇池

について、全窒素濃度および全リン濃度（年

間平均値の全地点平均値）を日本の主な指

定湖沼と比較した。太湖および滇池の全窒

素濃度については、日本の印旛沼、手賀沼

とほぼ同じ水準にあり、全リン濃度につい

て、太湖は霞ヶ浦（西浦）と同じ水準、滇

池は以前、印旛沼、手賀沼と同水準であっ

たものが最近は霞ヶ浦（西浦）の水準まで

急激に低減してきている。 
 Liu ら（2015）は、滇池について水質や対

策の状況の変遷についてレビューを行って

いる 3)。国家の 5 カ年計画に対応して水質

の状況および対策の実施状況を整理した内

容を表 1 に示す。1986 年から 2000 年にか

けて水質は急速に悪化（5 年間で全窒素濃

度 25.7％増加、全リン濃度 37.8％増加）し、

2001 年から 2010 年にかけても速度は緩や

かになりつつも悪化は継続した。しかしな

がら、2001 年以降、10 年間で 41.8 億米ド

ルの投資が行われ、分流式下水道の整備、

河川改修、浚渫、導水、排水流入防止、生

態系整備等が行われ、さらに 2011 年以降、

5 年間で 67.2 億米ドルの投資が行われ対策

が継続された。その結果、2012 年において、

2010 年と比較して、全窒素濃度は 64.2％減

少し、全リン濃度も 77.2％減少した。 
湖沼の水質保全対策としては、日中とも、

工場排水の規制、下水道の整備、流入河川

の浄化対策、浚渫、水生生物による水質浄

化対策など総合的な対策が取られているが、

中国における特徴的な対策として導水事業

がある。導水事業は水不足の地域に水が豊

富な地域の水を導水することが主目的であ

るものが多いが、太湖、滇池等では水質改

善を目的に実施されており、重点対策湖沼

である巣湖でも事業が計画されている。 
太湖での導水事業としては「引江済太」

があり、長江の水を太湖に導水する事業で

ある。当初の目的は、太湖の洪水に対応す

るため太湖の水を排除することであったが、

現在では、太湖流域の水質の悪化を緩和し、

流域の水環境を改善して、水の流動速度を

加速して太湖の換水周期を短縮することに

ある。また、滇池での導水事業として流域

外の牛欄江にダムを建設し、揚程 233m の

ポンプでダムの水を滇池流域内の河川に導

水し滇池に水を送る事業がある。2007 年以

降、滇池は水道水源として利用されていな

いが、補水事業により滇池に清浄な水を補

充し、滇池の水環境を改善し、昆明で水不

足に陥った際に、滇池の水を都市生活用水

と工業用水として供給することとしている。 
 以上、湖沼環境は複雑であり、水質の保

全・改善には、個々の条件に対応した種々

の対策を講ずる必要がある。中国において

は、長年、その対策の一つとして大規模な

導水事業による湖沼の水質改善が図られて

きており、生態系への影響を含め知見が蓄

積されつつある。 
 

Ｅ．結論 
 藻類の異常増殖等による生物障害の発生

への対策に向けた情報収集を目的とし、(1)
日本での過去のカビ臭発生事例及び気象デ

ータとの関連性の検証、(2)湖沼水質改善に

関する中国で取組の調査を行った。 
 (1) 全 76 件の事例調査結果から国内にお

けるカビ臭発生状況の傾向と発生要因に関

わる気象条件について以下にまとめる。 
●発生物質…2-MIB が 45％と最多、次にジ

ェオスミンが 29％ 
●発生要因…自然発生が多い（63％） 
●発生水域…河川が 42％、ダム湖が 39％、

池・沼が 19％ 
●気温…月平均気温が 16℃以上 
●降水量…平年より降水量が少ない場合、ま

た短時間で強い降雨がある場合 
●日照時間…月間日照時間が平年より長い

場合 
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●水温…20℃以上で発生。2-MIB については

15℃付近での発生も見られた。水温ピーク

付近から下がり始める時期まで発生。 
(2)中国における重要湖沼の水質の改善状況

をみると、顕著に改善されているところが

あった。その対策として工場排水の規制、

下水道の整備、流入河川の浄化対策、浚渫、

水生生物による水質浄化対策など総合的な

対策の他に特徴的な対策として、導水事業

による水質浄化事業の実施があげられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 
  該当なし 

2.学会発表 
 柳橋泰生，楊露. 中国におけるアオコ等

の水質汚濁に関する文献調査. 第 53 回日本

水環境学会年会講演集，甲府市，2019.3，
同講演集，p.219． 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定も

含む。） 

1.特許取得 
  該当なし 

2.実用新案登録 
  該当なし 

3.その他 
  該当なし 
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図 1 文献調査で得られた全 76 事例におけるカビ臭発生地域の内訳 
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図 2 文献調査で得られた全 76 事例におけるカビ臭原因物質の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 文献調査で得られた全 76 事例におけるカビ臭原因物質産生生物の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 文献調査で得られた全 76 事例におけるカビ臭発生要因の内訳 
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図 5 文献調査で得られた全 76 事例におけるカビ臭発生水域の内訳 

 

 

 

 

表 1 滇池の水質の状況および対策の実施状況 3) 

 

 

 

年代 ５箇年計画 水質の状況 対策の実施状況

1986～
2000

第7次～第9次

【急速悪化期】
・経済の高度成長
・点源・非点源とも増加
・草海（昆明近傍）で5年毎にTN
濃度が25.7％、TP濃度が37.8％
増加

【開始期】
・工場廃水対策の実施
・しかし、生活廃水や非点源
による汚染が増加
・1996年、国が「三河三湖」
の一つに指定

2001～
2010

第10次～第11
次

【緩速悪化期】
・草海で5年間でTN濃度が
13.4％、TP濃度が5.4％増加
・外海（草海以外の大部分）で
TN濃度が24.8％、TP濃度6.6％増
加

【格闘期】
・汚染対策に10年間で41億8
千万米ドル投資
・分流式下水道の整備、河川
改修、浚渫、導水、廃水流入
防止、生態系整備等

2011～
2015

第12次

【改善予備期】
・2012年、TN濃度
3.99mg/L(64.2％減)、TP濃度
0.14mg/L(77.2％減)(2010年比）

【達成予備期】
・汚染対策に5年間で67.2億
米ドル投資
・汚濁負荷の削減強化のほ
か、汚染対策の新しい手法も
検討
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